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化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の運用について（改正案） 

  

改正案（平成 31 年 4 月施行予定） 現行（平成 30 年 3 月 30 日公表版） 

１ 化学物質の範囲関係 

（略） 

１ 化学物質の範囲関係 

（略） 

２ 新規化学物質の製造又は輸入に係る届出関係 

２－１ 化学物質の区分の仕方等について 

 法第２条第６項に規定する新規化学物質を特定する際の基礎となる化学

物質の区分の仕方及び名称の付し方の原則は、次のとおりとする。 

(1) 共通の原則 

① 化合物毎に１区分とすることを原則とし、その名称はこの区分毎に付す

こととするが、内容が不詳なもの又は混合物であって分離等できないも

のについては、製法、性状、混合状態等に基づいて区分し名称を付すもの

とする。 

（例１： 化合物毎に１区分として名称を付す場合 

ベンゼン、エタノール、ヘキサンなど 

例２：内容が不詳なものについて、製法に基づいて名称を付す場合 

A・B・C 共重合物、A と B と C の反応生成物など 

例３：混合物であって分離等できないものについて、混合状態に基づいて

名称を付す場合 

A（主成分）と B と C の混合物（A が主成分と特定できる場合）、A

と B と C の混合物（主成分が不明の場合）） 

したがって、混合物については、当該混合物に含まれる各々の化学物質が

すべて次に掲げる化学物質（以下「既存化学物質等」という。）のいずれか

に該当する場合は、新規化学物質として取り扱わないものとする。 

②～⑥（略） 

 

２ 規化学物質の製造又は輸入に係る届出関係 

２－１ 化学物質の区分の仕方等について 

 法第２条第６項に規定する新規化学物質を特定する際の基礎となる化学

物質の区分の仕方及び名称の付し方の原則は、次のとおりとする。 

(1) 共通の原則 

① 化合物毎に１区分とすることを原則とし、その名称はこの区分毎に付す

こととするが、内容が不詳なもの又は混合物であって分離等できないも

のについては、製法、性状、混合状態等に基づいて区分し名称を付すもの

とする。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

したがって、混合物については、当該混合物に含まれる各々の化学物質が

すべて次に掲げる化学物質（以下「既存化学物質等」という。）のいずれか

に該当する場合は、新規化学物質として取り扱わないものとする。 

②～⑥（略） 
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改正案（平成 31 年 4 月施行予定） 現行（平成 30 年 3 月 30 日公表版） 

(2) 個別分野毎の取扱い 

① 無機化合物 

イ （略） 

ロ 固溶体又は複合酸化物は、それらを構成している酸化物等の混合物とし

て扱うものとする。 

（例：亜鉛、鉄、クロムが共存する複合酸化物は、酸化亜鉛（1－561）、酸

化鉄（1－357）、酸化クロム（1－284）の混合物として扱う。） 

ハ 複塩（酸性塩及び塩基性塩を含む。）であって、それを構成している各

塩（酸性塩の場合は酸を、塩基性塩の場合は塩基を含む。）が既存化学物

質等である場合、当該複塩を新規化学物質として取り扱わないものとす

る。 

（例：ミョウバン（硫酸アルミニウムカリウム）は、硫酸アルミニウム（1

－25）及び硫酸カリウム（1-454）が既存化学物質であるため、新規

化学物質として取り扱わない。） 

ニ （略） 

② 有機低分子化合物 

（略） 

③ 有機高分子化合物 

イ （略） 

ロ 開始剤又は連鎖移動剤を構造に含む有機高分子化合物であって、開始剤

又は連鎖移動剤の重量割合が１％未満（開始剤もしくは連鎖移動剤が複数あ

る場合、各々の重量割合が１％未満）の化合物については、それらが名称に

含まれていない別の有機高分子化合物が既存化学物質等である場合は、その

既存化学物質等と同じものとして取り扱うものとする。 

（例：Ａを開始剤とするＢとＣの共重合物においてＡの重量割合が１％未満

であって、ＢとＣの共重合物が既存化学物質等である場合は、当該共重合物

(2) 個別分野毎の取扱い 

① 無機化合物 

イ （略） 

ロ 固溶体又は複合酸化物は、それらを構成している酸化物等の混合物とし

て扱うものとする。 

（新設） 

 

ハ 複塩（酸性塩及び塩基性塩を含む。）であって、それを構成している各

塩（酸性塩の場合は酸を、塩基性塩の場合は塩基を含む。）が既存化学物

質等である場合、当該複塩を新規化学物質として取り扱わないものとす

る。 

（新設） 

 

 

ニ （略） 

② 有機低分子化合物 

（略） 

③ 有機高分子化合物 

イ （略） 

ロ 開始剤又は連鎖移動剤を構造に含む有機高分子化合物であって、開始剤

又は連鎖移動剤の重量割合が１％未満（開始剤もしくは連鎖移動剤が複数あ

る場合、各々の重量割合が１％未満）の化合物については、それらが名称に

含まれていない既存化学物質等と同じものとして取り扱うものとする。 

 

（例：Ａを開始剤とするＢとＣの共重合物においてＡの重量割合が１％未満

であって、ＢとＣの共重合物が既存化学物質等である場合は、当該共重合物
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改正案（平成 31 年 4 月施行予定） 現行（平成 30 年 3 月 30 日公表版） 

は既存化学物質等であるＢとＣの共重合物と同じものとして取り扱う。） 

 

ハ、ニ （略） 

ホ ２種類以上の単量体等（単量体、開始剤、連鎖移動剤又は分子量分布

を有する重合物をいう。以下同じ。）から得られる有機高分子化合物につ

いては、その重量割合の合計が９９％を超える単量体等から得られる別の

有機高分子化合物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号又は第６号の

確認を受けた化学物質を除く。）である場合、又はその重量割合の合計が

９８％を超える単量体等から得られる別の有機高分子化合物が既存化学物

質等（法第３条第１項第５号又は第６号の確認を受けた化学物質を除

く。）であって、残り２％未満の重量割合を占める単量体等が既存化学物

質等（第一種特定化学物質、第二種特定化学物質並びに構造の一部に第一

種特定化学物質及び第二種特定化学物質の構造を有する化学物質を除

く。）である場合は、新規化学物質として取り扱わないものとする。  

（例：ＡとＢとＣの共重合物において、ＡとＢの重量割合の合計が９９％を

超えており、ＡとＢの共重合物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号又

は第６号の確認を受けた化学物質を除く。）である場合は、当該ＡとＢとＣ

の共重合物は新規化学物質としては取り扱わない。また、ＡとＢとＣの共重

合物において、ＡとＢの重量割合の合計が９８％を超えており、ＡとＢの共

重合物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号又は第６号の確認を受けた

化学物質を除く。）である場合であって、Ｃが既存化学物質等（第一種特定

化学物質及び第二種特定化学物質を除く。）である場合には、当該ＡとＢと

Ｃの共重合物は新規化学物質としては取り扱わない。） 

ヘ ２種類以上の単量体等から得られる有機高分子化合物については、その

重量割合の合計が９０％を超える単量体等から得られる別の有機高分子化

合物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号の確認を受けた化学物質を除

は既存化学物質等であるＢとＣの共重合物と同じものとして取り扱われま

す。） 

ハ、ニ （略） 

ホ ２種類以上の単量体等（単量体、開始剤、連鎖移動剤又は分子量分布

を有する重合物をいう。）から得られる有機高分子化合物については、そ

の重量割合の合計が９９％を超える単量体等から得られる別の有機高分子

化合物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号又は第６号の確認を受け

た化学物質を除く。）である場合、又はその重量割合の合計が９８％を超

える単量体等から得られる別の有機高分子化合物が既存化学物質等（法第

３条第１項第５号又は第６号の確認を受けた化学物質を除く。）であっ

て、残り２％未満の重量割合を占める単量体等が既存化学物質等（第一種

特定化学物質、第二種特定化学物質並びに構造の一部に第一種特定化学物

質及び第二種特定化学物質の構造を有する化学物質を除く。）である場合

は、新規化学物質として取り扱わないものとする。  

（例：ＡとＢとＣの共重合物において、ＡとＢの重量割合の合計が９９％を

超えており、ＡとＢの共重合物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号又

は第６号の確認を受けた化学物質を除く。）である場合は、当該ＡとＢとＣ

の共重合物は新規化学物質としては取り扱わない。また、ＡとＢとＣの共重

合物において、ＡとＢの重量割合の合計が９８％を超えており、ＡとＢの共

重合物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号又は第６号の確認を受けた

化学物質を除く。）である場合であって、Ｃが既存化学物質等（第一種特定

化学物質及び第二種特定化学物質を除く。）である場合には、当該ＡとＢと

Ｃの共重合物は新規化学物質としては取り扱わない。） 

ヘ ２種類以上の単量体等（単量体、開始剤、連鎖移動剤又は分子量分布を

有する重合物をいう。）から得られる有機高分子化合物については、その重

量割合の合計が９０％を超える単量体等から得られる別の有機高分子化合
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改正案（平成 31 年 4 月施行予定） 現行（平成 30 年 3 月 30 日公表版） 

く。）であって、残り１０％未満の重量割合を占める単量体等が以下の（ⅰ）

～（ⅵ）の全てに該当する場合は、新規化学物質として取り扱わないものと

する。 

 

 （ⅰ）各単量体等が既存化学物質等の場合、その含有割合が２重量％未満

（既存化学物質等に該当しない化学物質の場合は１重量％未満）である

こと。（ただし、別の単量体等であっても、反応により有機高分子化合物

中の化学構造が同じとなる物質の場合、同じ単量体等として取り扱うも

のとする。） 

（ⅱ）第一種特定化学物質及び第二種特定化学物質並びに構造の一部に

第一種特定化学物質及び第二種特定化学物質の構造を有する化学物質

ではないこと。 

（ⅲ）～（ⅵ） （略） 

（例：ＡとＢとＣとＤとＥとＦとＧの共重合物において、ＡとＢの重量割合

の合計が９０％を超えており、ＡとＢの共重合物が既存化学物質等（法第３

条第１項第５号の確認を受けた化学物質を除く。）である場合であって、Ｃ

とＤとＥとＦとＧが（ⅰ）～（ⅵ）の全てに該当する場合は、当該ＡとＢと

ＣとＤとＥとＦとＧの共重合物は新規化学物質として取り扱わない。） 

ト ２種類以上の単量体等から得られ、数平均分子量が１０，０００以上で

ある有機高分子化合物については、その重量割合の合計が９０％を超え

る単量体等から得られる別の有機高分子化合物が既存化学物質等（法第

３条第１項第５号の確認を受けた化学物質を除く。）であって、残り１

０％未満の重量割合を占める単量体等がヘ項の（ⅰ）～（ⅴ）の全てに該

当する場合は、新規化学物質として取り扱わないものとする。 

 

（例：数平均分子量が１０，０００以上であるＡとＢとＣとＤとＥとＦとＧ

物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号の確認を受けた化学物質を除

く。）であって、残り１０％未満の重量割合を占める単量体等が以下の（ⅰ）

～（ⅵ）の全てに該当する場合は、新規化学物質として取り扱わないものと

する。 

 （ⅰ）各単量体等の含有割合が既存化学物質等の場合、２重量％未満（既

存化学物質等に該当しない化学物質の場合は１重量％未満）であるこ

と。（ただし、別の単量体等であっても、反応により有機高分子化合物中

の化学構造が同じとなる物質の場合、同じ単量体等として取り扱うもの

とする。） 

（ⅱ）第一種特定化学物質、第二種特定化学物質並びに構造の一部に第一

種特定化学物質及び第二種特定化学物質の構造を有する化学物質では

ないこと。 

 （ⅲ）～（ⅵ） （略） 

（例：ＡとＢとＣとＤとＥとＦとＧの共重合物において、ＡとＢの重量割合

の合計が９０％を超えており、ＡとＢの共重合物が既存化学物質等（法第３

条第１項第５号の確認を受けた化学物質を除く。）である場合であって、Ｃ

とＤとＥとＦとＧが（ⅰ）～（ⅵ）の全てに該当する場合は、当該ＡとＢと

ＣとＤとＥとＦとＧの共重合物は新規化学物質として取り扱わない。） 

ト ２種類以上の単量体等（単量体、開始剤、連鎖移動剤又は分子量分布を

有する重合物をいう。）から得られ、数平均分子量が１０，０００以上で

ある有機高分子化合物については、その重量割合の合計が９０％を超え

る単量体等から得られる別の有機高分子化合物が既存化学物質等（法第

３条第１項第５号の確認を受けた化学物質を除く。）であって、残り１

０％未満の重量割合を占める単量体等がホ項の（ⅰ）～（ⅴ）の全てに該

当する場合は、新規化学物質として取り扱わないものとする。 

（例：数平均分子量が１０，０００以上であるＡとＢとＣとＤとＥとＦとＧ
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改正案（平成 31 年 4 月施行予定） 現行（平成 30 年 3 月 30 日公表版） 

の共重合物において、ＡとＢの重量割合の合計が９０％を超えてお

り、ＡとＢの共重合物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号の確

認を受けた化学物質を除く。）である場合であって、ＣとＤとＥとＦ

とＧが（ⅰ）～（ⅴ）の全てに該当する場合は、当該ＡとＢとＣとＤ

とＥとＦとＧの共重合物は新規化学物質として取り扱わない。） 

 

(3) 既存化学物質名簿について 

既存化学物質名簿における化学物質の名称中の「・」等は次のことを意味

している。 

① 「・」は原則として「及び」。 

（例：エチレン・塩化ビニル・酢酸ビニル共重合物（6－25） 

エチレンと塩化ビニルと酢酸ビニルからなる共重合物であり、エチレ

ンと塩化ビニルからなる共重合物は当該名称に含まれない。） 

② （略） 

③ 置換基の数を特に示していない場合は、原則として当該置換基の数は

１。 

（例：メチルシクロヘキサン（3-2230） 

シクロヘキサンにひとつのメチル基が置換している化合物であり、シ

クロヘキサンに複数のメチル基が置換している化合物は当該名称に

含まれない。） 

④ （略） 

 

２－２ （略） 

 

２－３ 試験研究の範囲について 

法第３条第１項第２号に規定する「試験研究のため新規化学物質を製造し、

の共重合物において、ＡとＢの重量割合の合計が９０％を超えてお

り、ＡとＢの共重合物が既存化学物質等（法第３条第１項第５号の確

認を受けた化学物質を除く。）である場合であって、ＣとＤとＥとＦ

とＧが（ⅰ）～（ⅴ）の全てに該当する場合は、当該ＡとＢとＣとＤ

とＥとＦとＧの共重合物は新規化学物質として取り扱わない。） 

 

(3) 既存化学物質名簿について 

既存化学物質名簿における化学物質の名称中の「・」等は次のことを意味

している。 

① 「・」は原則として「及び」。 

（新設） 

 

 

② （略） 

③ 置換基の数を特に示していない場合は、原則として当該置換基の数は

１。 

（新設） 

 

 

 

④ （略） 

 

２－２ （略） 

 

２－３ 試験研究の範囲について 

法第３条第１項第２号に規定する「試験研究のため新規化学物質を製造し、
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又は輸入しようとするとき」とは、官公立や民間を問わず、学校、研究所、

試験所、検査機関における試験、実験、研究、開発、検査等の用にその全量

を供すため、新規化学物質を製造し、又は輸入しようとする場合（その製造

又は輸入しようとする者が当該新規化学物質を自ら試験研究のために用い

る場合に限らない。）をいうものとする。したがって、当該新規化学物質が

その一部であっても商業的に他の化学物質又は製品の製造の用に供される

場合は法第３条第１項の届出が必要となる。なお、例えば、試験研究成果の

実用化の可能性の検討を行うためいわゆる「テストプラント」において新規

化学物質を製造する場合、当該新規化学物質を製造する者又は当該新規化学

物質を譲受する者が試験、実験、研究、開発、検査等のために当該新規化学

物質を製造する限りにおいて、法第３条第１項の届出を必要としない。 

 

２－４～２－７（略） 

 

又は輸入しようとするとき」とは、官公立や民間を問わず、学校、研究所、

試験所、検査機関における試験、実験、研究、開発、検査等の用にその全量

を供すため、新規化学物質を製造し、又は輸入しようとする場合（その製造

又は輸入しようとする者が当該新規化学物質を自ら試験研究のために用い

る場合に限らない。）をいうものとする。したがって、当該新規化学物質が

その一部であっても商業的に他の化学物質又は製品の製造の用に供される

場合は法第３条第１項の届出が必要となる。なお、例えば、試験研究成果の

実用化の可能性の検討を行うためいわゆる「テストプラント」において新規

化学物質を製造する場合、当該新規化学物質を製造する者又は当該新規化学

物質を譲受する者が試験、実験、研究、開発、検査等のために当該新規化学

物質を製造する限りにおいて、法第３条第１項の届出を必要としない。 

 

２－４～２－７（略） 

 

３ 第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価化

学物質及び一般化学物質の製造等の取扱い 

 

（二重線を引いた箇所を削除し、３－３へ移動） 

 

 

 

 

３－１ 第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評

価化学物質、一般化学物質又はそれらの構成成分を構造の一部又は構成部分

に有するものの取扱い 

本通知における新規化学物質の製造又は輸入に係る届出関係により新規

３ 第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価化

学物質及び一般化学物質の製造等の取扱い 

 

３－１ 混合物中の一般化学物質の取扱い 

混合物中に含まれる一般化学物質については、その含有割合が１０重量％

未満の場合（本通知において混合物として取り扱うものを含む。）は、一般

化学物質に関する規定を適用しないものとする。 

 

３－２ 第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評

価化学物質、一般化学物質又はそれらの構成成分を構造の一部又は構成部分

に有するものの取扱い 

本通知における新規化学物質の製造又は輸入に係る届出関係により新規
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化学物質として取り扱わないとしたものの取扱いは、以下のとおりとする。

なお、以下において、一般化学物質のうち特定一般化学物質に該当する化学

物質については、一般化学物質に係る規定に加え特定一般化学物質に係る規

定を適用するものとする。 

（1）第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価

化学物質又は一般化学物質を構造の一部に有するもの（分子間化合物、包接

化合物、水和物、複塩、無機高分子化合物、混合金属塩、ブロック重合物、

グラフト重合物に限る。）については、それぞれ第一種特定化学物質、第二

種特定化学物質、監視化学物質、優先評価化学物質又は一般化学物質として

取り扱う。これらの製造等に関しては、第一種特定化学物質、第二種特定化

学物質、監視化学物質、優先評価化学物質又は一般化学物質に係る規定を適

用するものとする。 

ただし、本通知で新規化学物質として取り扱わない場合を示している有機

高分子化合物（ブロック重合物及びグラフト重合物を除く。）については、

同項目における既存化学物質等である別の有機高分子化合物と同一の化学

物質として、第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優

先評価化学物質又は一般化学物質に係る規定を適用するものとする。 

 

(2) 第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価

化学物質又は一般化学物質の構成部分（アニオン又はカチオンに限る。）を

構造の一部として有するもの（付加塩、オニウム塩に限る。）については、

それぞれ、第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先

評価化学物質又は一般化学物質として取り扱う。これらの製造等に関して

は、第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価化

学物質又は一般化学物質の規定を適用するものとする。 

（例：優先評価化学物質及び一般化学物質の構成部分となっているイオンか

化学物質として取り扱わないとしたものの取扱いは、以下のとおりとする。

なお、以下において、一般化学物質のうち特定一般化学物質に該当する化学

物質については、一般化学物質に係る規定に加え特定一般化学物質に係る規

定を適用するものとする。 

（1）第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価

化学物質又は一般化学物質を構造の一部に有するもの（分子間化合物、包接

化合物、水和物、複塩、無機高分子化合物、混合金属塩、ブロック重合物、

グラフト重合物に限る。）については、それぞれ第一種特定化学物質、第二

種特定化学物質、監視化学物質、優先評価化学物質又は一般化学物質を含む

混合物として取り扱う。これらの製造等に関しては、第一種特定化学物質、

第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価化学物質又は一般化学物質に

係る規定を適用するものとする。 

ただし、本通知で新規化学物質として取り扱わない場合を示している有機

高分子化合物（ブロック重合物及びグラフト重合物を除く。）については、

同項目における既存化学物質等である別の有機高分子化合物と同一の化学

物質として、第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優

先評価化学物質又は一般化学物質に係る規定を適用するものとする。 

 

(2) 第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価

化学物質又は一般化学物質の構成部分（アニオン又はカチオンに限る。）を

構造の一部として有するもの（付加塩、オニウム塩に限る。）については、

それぞれ第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評

価化学物質又は一般化学物質を含む混合物として取り扱う。これらの製造等

に関しては、第一種特定化学物質、第二種特定化学物質、監視化学物質、優

先評価化学物質又は一般化学物質の規定を適用するものとする。 

（例：オニウム塩を構成する対イオンのいずれかが優先評価化学物質の構成
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ら構成されるオニウム塩については、当該オニウム塩を１区分とし、

これらの製造等に関しては、優先評価化学物質に関する規定（法第９

条、第１０条等）の適用を受けることとなる。） 

ただし、以下のものについては、第一種特定化学物質、第二種特定化学物

質、監視化学物質、優先評価化学物質又は特定一般化学物質として取り扱わ

ないこととする。 

イ （略） 

ロ （略） 

 

（3） (1)又は(2)において第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価化

学物質又は一般化学物質として取り扱うものとした分子間化合物、包接化合

物、水和物、複塩、無機高分子化合物、混合金属塩、ブロック重合物、グラ

フト重合物、付加塩及びオニウム塩の製造数量等の届出に関する取扱いにつ

いては、化合物ごとに１区分とすることを原則とし、第二種特定化学物質を

含む化合物は法第３５条、監視化学物質を含む化合物（第二種特定化学物質

を含むものは除く。）については法第１３条、優先評価化学物質を含む化合

物（第二種特定化学物質又は監視化学物質を含むものは除く。）については

法第９条、一般化学物質を含む化合物（第二種特定化学物質、監視化学物質

又は優先評価化学物質を含むものは除く。）については法第８条を適用する

ものとする。 

 

３－２ 優先化学物質又は一般化学物質の製造数量等の届出に関する取扱

い 

優先評価化学物質又は一般化学物質の法第９条又は第８条に定める製造

数量等の届出に関する取扱いは、化合物ごとに 1 区分とすることを原則と

し、内容が不詳なもの又は分離等できないものについては製法、性状、混合

部分となっているものについては、当該優先評価化学物質を含む混合物とし

て取り扱うものとするので、これらの製造等に関しては、法第９条、第１０

条等の適用を受けることとなる。） 

ただし、以下のものについては、第一種特定化学物質、第二種特定化学物

質、監視化学物質、優先評価化学物質又は特定一般化学物質として取り扱わ

ないこととする。 

イ （略） 

ロ （略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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状態等に基づいて区分する。 

 

３－３ 混合物中の一般化学物質の取扱い 

混合物中に含まれる一般化学物質については、その含有割合が１０重量％

未満の場合は、一般化学物質に関する規定を適用しないものとする。 

 

３－４ 不純物として含まれる第一種特定化学物質に該当する化学物質の

取扱い 

（略） 

 

３－５  不純物として含まれる新規化学物質、第一種特定化学物質以外の

化学物質の取扱い 

他の化学物質に不純物として含まれる第二種特定化学物質、監視化学物質

及び優先評価化学物質については、その含有割合が１重量％未満の場合は、

それぞれ、第二種特定化学物質、監視化学物質及び優先評価化学物質に関す

る規定を適用しないものとする。 

また、他の化学物質に不純物として含まれる一般化学物質については、そ

の含有割合が１０重量％未満の場合は、一般化学物質に関する規定を適用し

ないものとする。 

 

 

 

３－６ 全量他の化学物質に変化させられる第一種特定化学物質、第二種

特定化学物質、監視化学物質、優先評価化学物質及び一般化学物質の取扱い 

（略） 

 

 

 

（３－１から移動） 

 

 

 

３－３ 不純物として含まれる第一種特定化学物質に該当する化学物質の

取扱い 

（略） 

 

３－４ 不純物として含まれる新規化学物質、第一種特定化学物質以外の化

学物質の取扱い 

他の化学物質に不純物として含まれる第二種特定化学物質、監視化学物質

及び優先評価化学物質については、その含有割合が１重量％未満の場合（本

通知において新規化学物質として取り扱わないとしたもののうち混合物と

して取り扱うとしたものを含む。）は、それぞれ、第二種特定化学物質、監

視化学物質及び優先評価化学物質に関する規定を適用しないものとする。 

また、他の化学物質に不純物として含まれる一般化学物質については、そ

の含有割合が１０重量％未満の場合（本通知において新規化学物質として取

り扱わないとしたもののうち混合物として取り扱うとしたものを含む。）、

一般化学物質に関する規定を適用しないものとする。 

 

３－５ 全量他の化学物質に変化させられる第一種特定化学物質、第二種特

定化学物質、監視化学物質、優先評価化学物質及び一般化学物質の取扱い 

(略) 
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３－７ 第一種特定化学物質の試験研究用の範囲について 

（略） 

３－６ 第一種特定化学物質の試験研究用の範囲について 

（略） 

 

 


